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〔資料〕
1964年トルコ国籍法）2) 
(2009年第5401号国籍法により全面改正）
佐藤やよひ
第1章：トルコ国籍の取得
I. 法律による国籍取得
1. 親子関係に基づく取得
A. 出生
第1条
(1981年第2383号法により改正）
トルコ国内もしくは国外で， トルコ人を父として，あるいはトルコ人母から出生
した子は，出生の時からトルコ国民である。
（改正前）
トルコ国内もしくは国外で
a) トルコ人を父とする者
b) トルコ人母から出生した者で父の国籍を出生により取得しない者
c) トルコ人母から婚姻外で出牛した子
は出生の時からトルコ国民である。
1) 1964年トルコ法については，先に関大法学論集61巻3号35頁以下に「2009年トル
コ国籍法改正について」の中でも，新国籍法と対応して翻訳を一部載せている。し
かし，そこでは1964年法全部の翻訳を掲載することができず，またこの法はしばし
ば改正されているために，ここで改正前の条文も併せて全て翻訳を掲載する方が望
ましいと考えた。また，この1964年法には英文訳もあるが，誤訳があるのでここに
原文から翻訳したものを掲載することとした。英文訳については以下参照のこと。
http:/Iwww.unchr.org/ ref world/ docid/ 446bo604.html 
2) 第403号法である。
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Cf. 2009年新国籍法第7条3)
B. 身分の変更
第 2条 外国人を母として出生した非嫡出子は，
a) (登録簿の）血統の訂正
b) 裁判による父子関係の確定
c) 認知
のいずれかの方法によりトルコ国民の血統であるとなった場合には，出生の時から
ト国民となる。
C. 養子縁組
第3条 養子縁組は，養子の国籍に影響を及ぼさない。但し，未成年の養子が無国籍
になる場合，又は父母が知れない場合あるいはその所在が不明の場合には， トルコ
国民の養子となることによりトルコ国民となる。
Cf. 2009年法第9条
2. 出生地
第4条(1)4) トルコで出生 し，父母からその国籍を出生と共に取得しない子は，出生の
時からトルコ国民である。
(2) トルコで発見された子は，反対の立証がなされない場合にはトルコで出生
したものと推定される。
Cf. 2009年法第8条
3. 婚姻による取得
第5条 (2003年第4866号法により改正）
(1) トルコ国民と婚姻をすることにより，自動的にトルコ国籍を付与されることは
ない。但し， トルコ国民と婚姻したことによりトルコ国籍を取得することを志望
する外国人は，少なくとも 3年間婚姻を継続し，現実に同居し，かつ婚姻をさら
に継続することを条件として，国内では最高行政庁へ，国外ではトルコ領事館へ
書面で（トルコ国籍の取得を）申請することができる。申請については，内務省
3) 以下では Cf.の後に2009年新国籍法の対応する条文番号だけを掲げることにする。
4) 原文には項番号は付いていないが，便宜のためここでは付けることとする。
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が行う審査及び調査の結果，必要な条件を具備している者は，条件充足を確定す
る決定の日からトルコ国籍を取得する。
但し， トルコ国民と婚姻をした外国人は，婚姻により元の国籍を喪失する場合
には， トルコ国籍を自動的に取得する。
(2) 婚姻によりトルコ国籍を取得した者は，婚姻取消の決定がなされた場合には，
婚姻締結につき善意の時はトルコ国籍を保持する。
(3) この条項の適用に関する手続及び根拠は，内閣が制定する規則によって明示さ
れる。
（改正前）
(1) トルコ国民と婚姻した外国人女性は， トルコ国籍への変更を欲する場合には第
42条に定める手続により届出をしたとき，又は，無国籍あるいは婚姻により元の
国籍を喪失するときには， トルコ国籍を自動的に5)取得する。
(2) 婚姻の取消の決定がなされた場合，婚姻の際に善意の女性はトルコ国籍を保持
する。
(3) 取消の決定がなされた婚姻により出生した子は，父又は母が善意でない場合に
もトルコ国籍を保持する。
Cf. 2009年法第16条
I . 主務官庁の決定による国籍取得
1. 国籍取得方法の種類と居住
A. 国籍取得の一般的方法
第6条 下記の条件を充足する外国人は，内閣の決定によりトルコ国籍を取得するこ
とができる。
国籍を志望する者は，
a) その本国法により，あるいは無国籍の場合はトルコ法により，成年に達して
5) ここでいう「自動的」というのは， 日本の国籍法にいう 「自己の志望」による場
合にも「自動的」に付与されるような表現となっているが，これは1964年法6条に
定める帰化条件の充足及び内閣の決定が不要ということを意味するものであるとい
える。したがって， 「トルコ人との婚姻」と「トルコ国籍の志望」の 2つの条件が
充足されれば， トルコ国籍が付与されるということであって， 「自動的」とい言葉
があっても日本の国籍法にいう「自己の志望」による場合となる。
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いなければならない。
b) 申請の日から遡り 5年間トルコに居住していなければならない。
c) トルコに定住する決心をしていることを態度で証明しなければならない。
<;) 品行方正でなければならない。
d) 公衆衛生の観点から危険となるような病気を有していない者でなければなら
ない。
e) 充分なトルコ語が話せる者でなければならない。
f) トルコで自身及び扶養義務のある者の生活を保障できるだけの収入あるいは
仕事を有している者でなければならない。
Cf. 2009年法第11条
B. 例外的国得籟取得方法
第 7条 下記の場合，第 6条に定める b)及び c)号の条件を具備しない外国人は，
（そのトルコ国籍取得の）志望につき，内務省の提案及び閣議決定を経てトルコ国
籍を取得することができる。
a) トルコ国籍をいかなる形であれ喪失した者の，喪失後に出生 した成年の子
b) トルコ国民と婚姻した者及びその成年の子
c) トルコ人の血統をひく者及びその配偶者並びに成年の子
<;) トルコ国民と婚姻する決意をし， トルコに定住する者
d) トルコに産業施設を導入し，社会的・経済的分野，又は科学・工業あるいは
芸術分野で多大な貢献をし，又は貢献すると考えられる者
e) 国籍取得がどうしても必要であると内閣が看倣した者
Cf. 2009年法第12条
C. 国籍の再取得
第8条
(2003年第4866号法により改正）
この法律によりトルコ国籍を喪失した者は（第19条に従い外国人男子と婚姻しそ
の夫の国籍を選択することによってトルコ国籍を喪失した女性，第13条で予定され
ている期間を経過した女性，及び第20条に従い許可を得てトルコ国籍を離脱した者
は内務省により，第25条に従って内閣によりトルコ国籍喪失の決定がなされた者は
閣議の決定により），居住条件を充足しない場合でも国籍を再取得することができ
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る。
（改正前）
この法律によりトルコ国籍を喪失した者については，居住条件を具備しない場合
でも，内閣は国籍の再取得を認めることができる。但し第35条（国籍の剥奪）の決
定による場合はこの限りではない。
Cf. 2009年法第13条，第14条
D. 外国人の居住
第9条(1)外国人にとって，居住とはトルコ法に従ってトルコに居住することである。
(2) 外国人が合計 6月を超えない条件でトルコ国外に存在することにより居住期
間は中断されない。但し， トルコ国外で経過した期間は，居住期間に算入され
なし 'o
(3) トルコにトルコ民法の規定するところに従い住所地を有する外国人が，治療・
教育あるいは不可抗力によりトルコ国外に出国し，又はこのような理由のいずれ
かのためにトルコ国外に滞在する場合には，国外で経過した期間の合計が 6月を
超えたときにも居住期間の中断はないものとする。
Cf. 2009年法第15条
2. 閣議決定の効力及び国籍取得手続6)
A. 閣議決定の効力
第10条
(1989年第3540号法により改正）
(1) 無条件に取得する国籍は，内閣の決定の日からその効力を生 じる。
(2) 内閣により条件を付して国籍取得決定が付与される者については，国籍付与の決
定はこの条件の充足が内務省により確認された日からその効力を生じる。
(3) 2年間条件の充足がなされない場合には，内務省の申し出により国籍取得は内閣
によって無効とされる。
（改正前）7) 
6) 1989年改正前見出しは「国籍付与手続」のみである。
7) 改正前の第10条は， 1989年の改正後の第11条にあたる。そして改正後の第11条に
対応する2009年新国籍法は第18条である。
- 253 - (1127) 
関法第61巻第 4号
A. 申請当局
(1) トルコ国籍を志望する者は，第 6条の定めに従い，当事者が居住地，即ち第 7
条及び第 8条の場合には当事者の居住地の最高行政庁長官に，国外では居住地の
トルコ領事館に申請書を提出するものとする。
(2) これらの当局は，申請に応えるぺく 書類を整えて内務省に送付するものとする。
Cf. 2009年法第20条
B. 国籍取得手続
第11条
(1989年第3540号法により改正）
(1) トルコ国籍取得のための申請は，当事者の居住する地の最高行政機関の長，あ
るいは外国の（トルコ）領事館に申請書を提出してこれをする。
(2) 当局は準備した書類を，要求に応じるべく内務省に送付するものとする。
(3) 国籍取得を志望する者については，この法律の適用に関する規則により定めら
れる根拠に従い調査をすることが必要な条件の充足の有無を調べる。（国籍取得
を認めることが）適切と見られる状態にある者については，国籍取得の承認のた
めに首相に推薦し，適切とは見られない者については，その申請を内務省で却下
する。
（改正前） 国籍取得を志望する者については，内務省はこの法律の適用に関する規
則により定められる根拠に従って，調査をすることが必要な条件の充足の有無を調
べる。
Cf. 2009年法第18条，第19条，第37条
il. 選択権行使による取得
1. トルコ国籍を喪失した未成年者
第12条
下記の者は， トルコ民法に従い成年に達したときから 1年以内にトルコ国籍を選
択することができる。
a) (1981年第2383号法により削除。「トルコ人母から出生したが， トルコ国籍を
取得しなかった者」） 8) 
8) 1981年の改正により父系血統主義から父母両系主義に変更されたため， トルコ／
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b) 第30条及び第37条に従い，母との関係でトルコ国籍を喪失した子
c) 第32条及び第36条に従い，父との関係でトルコ国籍を喪失した子
Cf. 2009年法第21条
2. 婚姻によりトルコ国籍を喪失した女性
第13条 第19条に従い，婚姻によりトルコ国籍を喪失した女性は，この婚姻の終了の
日から 3年以内にトルコ国籍を回復することができる。
N. 国籍取得の効果
1. 婚姻における未成年者
第14条
(1) 婚姻によりトルコ国籍を取得した女性の，当該婚姻前に出生した未成年の子は
以下の場合には，母との関係でトルコ国民となる。
a) 父が死亡している場合
b) 父がわからない場合
c) 父が無国籍の場合
c) 子が無国籍の場合
ct) 親権が母にある場合
(2) a)及びct)号を適用するに当たっては，第16条に定める条件の充足が求められ
る。
Cf. 2009年法第20条
2. 国籍取得
A. 配偶者
第15条 国籍の取得はその配偶者の国籍に影響を及ぼさない。但し，無国籍の女性
は夫との関係でトルコ国民となる。
Cf. 2009年法第20条
＼人を母として出生した者にも出生と同時にトルコ国籍の生来的取得が認められるよ
うになり，この規定は不要となった。
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B. 未成年の子
第16条(1) 未成年の子は， トルコ国籍を取得した父との関係でトルコ国民となる。
(2) トルコ国籍を取得した女性の未成年の子は，以下の場合には母との関係でトル
コ国民となる。
a) 父が死亡している場合
b) 父がわからない場合
c) 父が無国籍の場合
c) 子が無国籍の場合
d) 親権が母にある場合
Cf. 2009年法第20条
3. 選択権行使による取得
A. トルコ国籍を選択した者の配偶者及びその未成年の子
第17条 この法律において国籍取得の効果を規定している第15条，第16条は，第12条
に従って選択権を行使してトルコ国籍を回復しようとする者の配偶者及び未成年の
子についても適用される。
Cf. 2009年法第22条，第20条
B. トルコ国籍を選択した女性の未成年の子
第18条(1) 婚姻に伴いトルコ国籍を離脱した母との関係でトルコ国籍を喪失した未成
年の子は，（その母たる）女性が第13条に従い選択権を行使することによりトル
コ国籍を回復した場合には， トルコ国民となる。
(2) 女性のトルコ国籍を喪失させることとなった婚姻から出生した未成年の子は，
第16条第 2項に定める場合には，選択権を行使する母との関係によりトルコ国民
となる。
Cf. 2009年法第22条，第20条
婚姻
第2章トルコ国籍の喪失
l. 法律による喪失
第19条(1) 外国人と婚姻をしたトルコ人女性が夫の本国法が婚姻を理由に夫の国籍を
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付与し，女性が夫の国籍を選択したことを第42条に定める方法で申告した場合に
は， トルコ国籍を喪失する。
(2) 女性が定められた条件を充足することにより夫の国籍を取得した場合には， ト
ルコ国籍はその取得の日に喪失する。
l . 主務官庁の決定による喪失
1. 国籍離脱及び他国国籍取得の許可9)
A. 離脱条件
第20条
(2003年第4866号法により改正）
トルコ国籍離脱の許可は，下記の条件が具備されている場合に，内務省により付
与される。
a) 責任能力があり成年に達していること
b) いかなる理由であれ外国国籍を取得しているか， もしくは外国国籍を将来取
得することが信頼できるほど確実なものであること
c) いかなる犯罪理由によっても捜索の対象となっている者ではないこと
d) いかなる財産上及び犯罪による権利の制限を受けていない者
（改正前）
トルコ国籍の離脱は，下記の条件が具備されている場合に，内閣の決定によって
なされる。
a) 責任能力があり成年に達していること
b) 兵役義務を済ませているか，済ませたと看倣されること。兵役義務を済ま
せていることにつき例外的取扱いが必要と考えられる者については，防衛省
より許可を与えることができる（この項は1995年の第4112号法による改正で
削除）。
c) いかなる理由であれ外国国籍を取得しているか，もしくは外国国籍を将来取
得することが信頼できるほど確実なものであること (1981年第2383号法で改
正）。
Cf. 2009年法第25条
9) 1981年改正前の見出しは 「1. 国籍離脱」である。
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(1981年第2383号法により改正）
(1) トルコ国籍の離脱もしくは外国国籍取得の申請は， トルコ国内においては当事
者の居住する地の最高行政機関の長に， トルコ国外においては外国の（トルコ）
領事館に申請書を提出してこれをする。
(2) これらの官庁は，書類を整え，要求に応ずるためにこれらの書類を内務省に送
付するものとする。
（改正前）
(1) トルコ国籍の離脱の申請は， トルコ国内においては当事者の居住する地の最高
行政機関の長に， トルコ国外においては外国の（トルコ）領事館に申請書を提出
してこれをする。
(2) これらの官庁は，書類を整え，要求に応ずるためにこれらの書類を内務省に送
付するものとする。
Cf. 2009年法第37条
C. 離脱および許可書10)
第22条 (1981年第2383号法により改正）
(1) 国籍離脱を志望する者が同時に外国国籍をも有する場合には，離脱証明書は直
ちに付与される。
(2) 国籍離脱を志望する者が外国国籍を有しない場合には，内務省は許可書を当人
に付与する。外国国籍取得を示す文書が提出されたときには離脱証明書を付与す
る。
(3) 外国国籍を志望する者に，内閣により定められた根拠に基づいても，内務省は
許可書を付与することができる。
(4) 許可書は 3年間効力を有する。許可書を取得した者は，この期間内にトルコの
主務官庁に必要な情報及び文書を提出しなければならない。
（改正前）
(1) 国籍離脱を志望する者が同時に外国国籍をも有する場合には，離脱証明書は直
ちに付与される。
10) 1981年改正前の見出しは 「C)離脱証明書」である。
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(2) 国籍離脱を志望する者が外国国籍を有しない場合には，離脱証明書は外国国籍
を取得したことを示す文書を提示したときに当人に付与される。
Cf. 2009年法第26条
C. 離脱の決定
第23条 (1981年第2383号により改正）
(1) 第22条に従い離脱証明書を付与されることにより， トルコ国籍を喪失する。
(2) 第22条2項及び3項に定める許可書を付与された者が，同項で定められた期間
内にトルコの主務官庁に必要な情報及び文書を提出しない場合には，そのトルコ
国籍の喪失については，内務省の申請に基づき内閣がこれを決定する。
（改正前）
(1) 第22条に従い離脱証明書を付与されることにより， トルコ国籍を喪失する。
(2) 第20条に従って許可を付与された日から 3年以内に離脱証明書を取得しない場
合には， トルコ国籍の喪失はその効力を生じない。
Cf. 2009年法第27条
2. 国籍取得の取消
第24条(1) 国籍取得が，当事者の虚偽の申告あるいは重要な事項の秘匿の結果生じた
場合には，国籍取得の決定は内閣により取り消すことができる。
(2) 当事者がトルコ国籍を取得してから 5年経過した後では，取消の決定をするこ
とはできない。
Cf. 2009年法第31条
3. 祖国11)への忠誠と調和しない行為
A. 国籍喪失12)
第25条
11) "tilke"あるいは "yurt"ではなく， "vatan"を使っているので，単に「国」ある
いは 「国家」という訳ではなく， 「祖国」という訳語とした。
12) ここでのトルコ語は "kaybettirme"である。これは次条の "B.C1karma"とは異
なり，国籍を強制的に喪失させられるが，再取得は認められる。これに対して，後
者は第35条によりトルコ国籍の再取得を認められない厳しい制裁を伴うものである。
このトルコ国籍の再取得を認めない C1karmaは2009年新国籍法ではなくなっている。
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(1981年第2383号法および1992年第3808号法により改正）
(1) 下記に掲げる者につき，内閣はトルコ国籍喪失の決定をすることができる。
a) (1981年2383号法により改正） 許可を得ることなく自己の志望により外国国
籍を取得した者
b) 外国国家のいかなる職務であれ， トルコの国益に反するものに就いたために，
内閣よりこの職務を放棄することを， トルコ国外では大使館又は領事館から，
国内では地方の最高行政庁長官から当人に通知されたにもかかわらず，少なく
とも 3月以内の適切な期間内にその職務を放棄しない者
c) トルコと交戦状態にある国にいかなる種類のものであれ奉仕し， 自己の志望
により政府の許可を得ることなくその奉仕を継続する者
i;) 外国に居住するために兵役義務を履行するように，又はトルコで宣戦布告が
なされた場合に祖国防衛に参加するべく当局から正規の手続に従ってなされる
召集に，正当な理由なく 3月以内に応じない者
d) 部隊の移動中，又は部隊に参加した後，国外で逃亡し，法律の定める期間内
に戻らない者
e) 軍隊での兵役義務に就いているときに義務・許可・ ..時帰省13)あるいは療
養のために国外にいる者で，その期間が終了しても正当な理由なく 3月以内に
原隊に復帰しない者
f) 主務官庁の決定によりトルコ国籍を取得した後，中断することなく少なくと
も7年間トルコ国外で居住する者で， トルコとの関係を断絶せずトルコ国籍の
保持を望むことを証明する公式の接触及び手続をしていない者。
g) (1981年改正で附加， 1992年改正で削除）
h) (1981年改正で附加）
いかなる方法であれ外国国籍を取得し，中断することなく少なくとも 7年間
トルコ国外で居住する者で． トルコとの関係を断絶せずトルコ国籍の保持を望
むことを証明する公式の接触及び手続をしていない者
13) 「一時帰省」にあたるトルコ語は "havadegi:;;mi"である。これはまさに英語でい
う"changeof air"にあたるが，兵役を済ませたトルコ人によると療養のため一時
的に実家もしくは入隊以前の居住地に戻ることをいい，それ以外の土地に療養のた
めにいくことは含まれないということである。したがって， 「一時帰省」と訳して
1., ヽる。
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i) (1981年改正で附加） 14) 
戒厳令及び非常事態においてはg項に定めるところに従いトルコ国籍を喪失
した者については，第35条l項の定めに従っても （国籍喪失の）決定をなすこ
とができる。
(2) (<;), (d)及び(e)項に従い決定をなすためには防衛省の提案を条件とする。
Cf. (改正前）
a) トルコ国籍離脱の許可を得ることなく 自らの志望により外国国籍を取得した
者
g) 国外にいるときにトルコ共和国の内外の治安及び法律上犯罪と看倣される形
での経済的又は財政的安全に反する活動をした者，又は．国内でこの種の活動
をし，いかなる形であれ出国し，かつ，そのためにトルコにおいて行政訴訟あ
るいは犯罪の訴追もしくは判決の執行がなされる可能性がなく．帰国を促す通
知がなされたにも関わらず3月以内に，又，戒厳令及び非常事態の場合は 1月
以内に帰国しない者
Cf. 2009年法第29条
B. 剥奪
第26条
(1981年第2383号法により改正）
(1) 国外にいるときにトルコ共和国の内外の治安及び法律上犯罪と看倣される形で
の経済的又は財政的安全に反する活動をした者，又は，国内でこの種の活動をし，
いかなる形であれ出国し，かつ，そのためにトルコにおいて行政訴訟あるいは犯
罪の訴追もしくは判決の執行がなされる可能性がなく，帰国を促す通知がなされ
たにも関わらず3月以内に，又，戒厳令及び非常事態の場合は 1月以内に帰国し
ない出生後にトルコ国籍を取得した者については内閣の決定によりその国籍を剥
奪することができる。
(2) この規定は， トルコが戦争状態にあるときには，出生によりトルコ国籍を取得
14) 2009年新国籍法は， 1964年法がしばしば改正されたため， その整合性を欠くに
至ったことも理由として，改正ではなく新法として制定されたものである。たとえ
ばこの i項は1981年に g項の導入と共に附加されたものであるが，もしそうなら
1992年の g項削除に際し，同様に削除されるぺきものであろう 。しかし， 箪者が入
手したテキストを見る限りそのような記述は見当たらない。
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した者についても適用することができる。
Cf. (改正前）
(1) 外国に滞在してトルコ共和国の内外の治安に反する活動をし， トルコで犯罪の
訴追をすることができない者，及び帰国を促す召集に 3月以内に正当な理由なく
応じない出生後にトルコ国籍を取得した者は，内閣の決定により国籍を剥奪する
ことができる。
(2) この規定は， トルコが戦争状態にあるときには，出生によりトルコ国籍を取得
した者についても適用することができる。
Cf. 2009年法第29条
Il . 選択権行使による喪失
1. トルコ国籍を取得した未成年者
第27条叫1) 下記のトルコ国民は，成年に達してから 2年以内にトルコ国籍を離脱
することができる。
a) (1981年2383号法により改正）母との関係で出生と同時にトルコ国民となっ
ているが，出生と同時に若しくは出生後に外国人父の国籍を取得した者
b) 養子となることによりトルコ国籍を取得した者
c) 出生地を理由にトルコ国民となったが，その後に母又は父の国籍を取得した
者
d) トルコ国籍を取得した母又は父との関係により，いかなる方法によるもので
あれトルコ国籍を取得した者
(2) 上記に定める条件に従い国籍を離脱することで無国籍になる場合には，この権
利を行使することはできない。
（改正前）
a) 母との関係で出生と同時にトルコ国民となっているが，出生後に外国人父の
国籍を取得した者
Cf. 2009年法第34条
15) 1964年トルコ国籍法には，選択権を行使してトルコ国籍を離脱することができる
者には，第27条に定める子と第28条に定める 「婚姻によりトルコ国籍を取得した女
性」の 2種類がある。2009年法では，婚姻によるトルコ国籍の取得は認めておらず，
帰化要件の緩和のみ規定しているところから，選択権行使ができる者は「子」に／
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2. 婚姻によりトルコ国籍を取得した女性
第28条 第5条に従い婚姻によりトルコ国籍を取得した女性は，婚姻終了後3年以内
に婚姻前に有していた国籍を維持するか，又はこの国籍を回復する方法により， ト
ルコ国籍を離脱することができる。
lV. 国籍喪失の効果
1. 外国人手続きおよび留保される権利16)
第29条
(2004年第5203号法により改正）
この法律に従いトルコ国籍を喪失した者は，喪失の日から外国人の手続に従う 。
但し，出生と同時にトルコ国籍を取得したが，後に内務省から離脱の許可を得た者，
およびこれらの国籍離脱証明書に記載された未成年の子17)しま， トルコ共和国の安
寧及び公共の秩序に関する法律の留保の下に，兵役義務，選挙権および被選挙権，
公務就任権，免税対象の車又は家財道具を輸入する権利を除き，権利行使に関する
法律に従うことを条件としてトルコ国民に認められている権利と同じ利益を享受し
続ける。第33条及び第35条の規定は留保される。
(1995年以降2003年改正前）18) 
この法律に従いトルコ国籍を喪失した者は，喪失の日から外国人の手続に従う 。
但し，出生と同時にトルコ国籍を取得したが，後に内務省 (2003年第4862号法によ
る改正前は 「内閣」） から離脱の許可を得る手続により外国国籍を取得した者，及
びその法定相続人は， トルコ共和国の安寧及び公共の秩序に関する法律の留保の下
に，国内で居住• 生活・労働・相続及び動産・不動産の取得と譲渡等に関する事項
＼限ることとなっている。
16) 1995年4112号法による改正前の見出しは 「外国人手続き総則」である。
17) 1964年トルコ国籍法についての英文訳では "theirchildren who are not reg-
istered on the citizenship renunciation document"となっているが，原文は "bun-
!arm vatandashktan叫1kmabelegesinde kay1tl1 re~it olamayan i;,ocuklan"で明らか
に翻訳の誤りがある。
18) 2004年改正前の原文は入手できなかった。 RonaAybay "Vatanda~hk Hukuku" 
3. Bask1, 2004年刊によっているが，そこでも1995年改正前の条文のみ掲げる。こ
れは2004年の改正が，文言を整理しただけで内容的に相違が認められないためのよ
うである。
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については， トルコ国民に認められている権利と同じ利益を享受し続ける。第33条
及び第35条の規定は留保される。
(1995年第4112号法による改正前）
この法律に従いトルコ国籍を喪失した者は，喪失の日から外国人の手続に従う 。
但し，居住・不動産の取得及び譲渡，相続並びに労働等19)に関する事項について
は， トルコ法において外国人に認められている権利を行使し得る。第33条及び第35
条の規定は留保される。
Cf. 2009年法第27条，第28条
2. 婚姻に際しての子（の取扱い）
第30条(1) 外国人と婚姻することにより第19条に従ってトルコ国籍を喪失した女性の，
当該婚姻以前に有した未成年の子は，下記の場合には母との関係でトルコ国籍を
喪失する。
a) 父が死亡している場合
b) 父がわからない場合
c) 父が無国籍の場合
(2) 前項に従いトルコ国籍を喪失する場合に子が15歳以上の時には，書面による同
意を必要とする。
Cf. 2009年法第27条
3. 国籍離脱
A. 配偶者
第31条 国籍の離脱は配偶者の国籍に影響しない。
Cf. 2009年法第27条
B. 子
第32条 (2003年第4866号法により改正）
19) 「等」と翻訳しているのはトルコ語の "gibi"という語である。これは「ような・
ようなもの」という意味であるので，現実にトルコの行政及び裁判ではどのように
解釈しているかは目下不明であるが，限定的な列挙ではなく例示であると読んで，
「等」の語をつけている。
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(1) トルコ国籍を離脱した父の未成年の子は，以下の場合に父との関係でそのトル
コ国籍を喪失する。
a) 母死亡の場合
b) 母が外国人の場合
c) 親権が父にあり，かつ母の書面による同意が得られた場合
但し，母の同意が得られない場合には，裁判所の決定に従って手続をするも
のとする。
(2) トルコ国籍を離脱した母の未成年の子は以下の場合に母との関係でそのトルコ
国籍を喪失する。
a) 父死亡の場合
b) 父がわからない場合
c) 父が外国人の場合
d) 親権が母にあり，かつ父の書面による同意が得られた場合
但し，父の同意が得られない場合には，裁判所の決定に従って手続をするも
のとする。
(3) 父又は母の関係でトルコ国籍を喪失する場合に，子が15歳以上の時には書面に
よる同意を必要とする。
(4) この条項に従い国籍を喪失すると子が無国籍になる場合には，子はトルコ人の
ままである。
（改正前）
(1) (1981年第2383号法により改正） トルコ国籍を離脱した父の未成年の子は，以
下の場合に父との関係でトルコ国籍を喪失する。
a) 母死亡の場合
b) 母が外国人の場合
c) 親権が父にある場合
[※(1) (1981年改正前）未成年の子は． トルコ国籍を離脱する父との関係によりトルコ
国籍を喪失する。 ］ 
(2) 母のトルコ国籍の離脱は，未成年の子の国籍に影響を及ぼさない。但し，以下
の場合にはトルコ国籍を離脱した母の未成年の子は，母との関係でトルコ国籍を
喪失する。
a) 父死亡の場合
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b) 父がわからない場合
c) 父が外国人の場合
c) 親権が母にある場合
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(3) 父又は母の関係で国籍を喪失する場合，子が15歳以上の時には書面による同意
を要する。
(4) 上記の規定に従い国籍を喪失すると子が無国籍になる場合には，子はトルコ国
民のままである。
Cf. 2009年法第27条
4. 国籍の取消
第33条(1) (国籍）取消の決定は，当事者との関係でトルコ国民となった配偶者及び
子についてもその効力が及ぶ。
(2) 取消の決定の効力は遡及しない。
(3) 国籍を取り消された者の財産の清算とともに当事者自身を国外に退去させる必
要があると考えられる場合には，この件に関しては取消決定において明示される。
これに該当する者は遅くとも 1年以内にトルコに在る財産を清算し，居住地及び
労務地を国外に移転し，国（トルコ）を離れなければならない。これに反する場
合は，その財産は財務省により売却され，その価格相当額を（当事者の）名前と
計算において国営銀行に預託し，当事者当人は国外に退去させられる。当事者が
取消の決定に対する不服を国家評談会 (Dam~tay) 20)に申し立てた場合には，財
産の清算及び国外退去の手続はその訴訟が終了するまで中断される。
Cf. 2009年法第32条．第33条
5. 喪失及び剥奪
A. 総則
第34条 喪失及び離脱の決定は当人に限りその効力を有する。その配偶者及び子には
影響しない。
Cf. 2009年法第30条
20) トルコの司法制度では通常の民事裁判・刑事裁判以外に行政裁判所が別個に存在
する。国家評誠会は最高行政裁判所である。
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(1) 第26条に従い国籍を剥奪される者のトルコに在る財産は，財務省によって清算
される。そして，価格相当額を（当事者の）名前と計算において国営銀行に預託
される。当事者が剥奪の決定に対し国家評議会に不服を1れし立てた場合には，そ
の財産の清算は訴訟が終了するまで中断される。
(2) このような者（国籍を剥奪された者）は， トルコに居住することはできず，法
律に従いトルコに来ることができる。
(3) トルコ国籍剥奪の決定が当事者に通知される以前，あるいは官報で公布される
以前にトルコに戻った者については，国籍剥奪の手続きは中止される。
(4) トルコ国籍を剥奪された者は，いかなる方法によっても新たにトルコ国籍を取
得することはできない。
6. 選択権行使による喪失
A. 選択権行使によりトルコ国籍を離脱した者の配偶者及び子
第36条 本法においてトルコ国籍離脱の効果を定める第31条及び第32条は，第27条に
従って選択権を行使してトルコ国籍を離脱する者の配偶者及び未成年の子について
も適用される。
Cf. 2009年法第35条
B. 選択権行使によりトルコ国籍を離脱した女性の子
第37条(1) 婚姻によりトルコ国籍を取得した母との関係でトルコ国籍を取得した未成
年の子は，その母が第28条に従って選択権を行使してトルコ国籍を離脱した場合
には，その母との関係でトルコ国籍を喪失する。
(2) 女性がトルコ国籍を取得できるようになる婚姻以前に有していた未成年の子は，
第32条第 2項で定められた条件に従い，選択権を行使する母との関係でトルコ国
籍を喪失する。
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第3章 トルコ国籍の証明及び裁判による方法
1. トルコ国籍の証明
1. 証明方法
第38条 トルコ国籍の証明はいかなる方法でもなされうるというものではない。下記
の公の証明書並びに文書あるいはこれに類するものがある場合には，その反証が確
定するまでは当事者がトルコ国民であるということが推定される。
a) トルコ共和国家族登録証明書
b) 身分証明書
c) パスポート，又はパスポートに代わる証明書
r;) トルコ領事館の発行する国籍証明書
Cf. 2009年法第36条
2. 管轄当局
第39条 ある者がトルコ国民であるか否かにつきトルコ行政当局で疑義のある場合に
は，この件に関しては内務省に問い合わせるものとする。
Cf. 2009年法第36条
I . 裁判による方法
1. 国家評議会
第40条 トルコ国籍に関し，管轄当局よりいかなる方法であれ付与された決定に対し
ては，国家評議会に申立をすることができる。
2. 国家評議会以外の裁判機関（での証明）
第41条(1) 国家評議委員会以外の如何なるトルコ裁判機関において，ある者がトルコ
国民であるか否かにつき主張がなされた場合，あるいは関係機関からこれにつき
疑義が提出された場合には，この問題については内務省に問い合わせるものとす
る。内務省は遅くとも 1月以内に決定を通知する者とする。
(2) 内務省が下した決定につき， 受訴裁判所に通知されてから 1月以内に関係者が
国家評議委員会に申立をなさない場合には決定は確定する。
(3) 第2項において定められた方法で国家評議委員会に申立がなされたときには，
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係属中の審理は決定がなされるまで中断される。第2項にしたがってなされた申
立については，国家評議委員会は 3月以内に確定した決定をなすものとする。
第4章雑 則
l. 婚姻に際しての国籍に関する申告
第42条(1) 第19条に定める申告は，下記に従い書面によりなすものとする。
a) 婚姻が婚姻を成立させる権限を有するトルコ官憲の面前でなされた場合には，
婚姻の際にその官憲に対して申告をする。
b) 婚姻が婚姻を成立させる権限を有する外国官憲の面前でなされた場合には，
婚姻登録を管轄するトルコ当局に婚姻締結の日から 1月以内に1れ告をする。
(2) 第1項の規定にしたがいなされた申告を受理した当局は，登録に関する手続書
類とともにこれを関係する人口登録局に送付する。
n. 選択権行使方法
第43条 第12条，第13条，第27条及び第28条による選択権は，内務省に送付するため
に，地方の最高行政庁長官及び外国にあるトルコ大使館又は領事館に書面に依って
報告することにより行使する。
il . 内容の誤謬の訂正
第44条 この法律に従ってなされた決定に内容の誤謬のあることが，その後（決定
後）見出された場合には，決定をなした当局が訂正又は変更の決定をなすことがで
きる。
Cf. 2009年法第39条
N. 官報による公示
第45条
(1989年第3540号法により改正）
(1) 内閣の決定によりトルコ国籍を付与することが必要と看倣される者及びトルコ
国籍を喪失した者の完全な身元を官報で公示する。
(2) これらの者のうち住所がわからない者については，通知は公示の日から 1年経
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過後になされたものと看倣す。
（改正前） トルコ国籍の取得及び喪失の決定は，当事者が内務省に提出した申請書
にある全ての身元とともに官報で公示される。
Cf. 2009年法第41条
第5章最終規定
I. 廃止される法律及び規定
第46条 法律第431号の附則及び定住法の国籍に関する規定を留保することを条件に，
法律第1041号及び第1312号．並びに本法に反する規定は廃止される。
附則第 1条
(2003年第4862号法により附加）
(1) トルコ国籍取得を志望する北キプロストルコ共和国国民は， （トルコ）国外で
は関係するトルコ代表事務所へ，国内では知事に申請してトルコ国籍を志望する
ことを通知した場合には， トルコ国籍は自動的に付与される。
(2) この規定の適用に関する手続及び根拠は，関係省庁の意見を採用する形で内務
省によって立案され内閣により制定される規則で定める。
Cf. 2009年法第42条
I. 時限条項
行方不明者
時限条項 第 1条(1) 国民闘争 (MilliMticadele) 21)の後，「復帰が望ましくない者
(avdeti gayricaizdir)」に該当する者で，大国民会議又は占領軍イスタンブール
代表部発行のパスポートを有し，あるいは証明書類を全く有しない者のうち， ト
ルコを1930年までに離れた者で現在死亡しているのか否かが不明で人口登録薄に
のみ記載されている者は，この法律が施行された日からトルコ国籍を喪失したも
のと看倣す。
(2) 必要な手続は内務省がこれをする。
21) 「解放戦争」あるいは「独立戦争」ともいう。 1919年 5月19日のムスタファ・ケ
マル率いる軍のサムスン上陸に始まる祖国解放戦争のことで1923年のトルコ共和国
成立を齋した戦争である。
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国籍を剥咎22)された者に与えられる請求権
時限条項 第2条 オスマン臣民法23)及び第1312号トルコ国籍法24)の規定にしたが
い，生来のトルコ人でその国籍を剥奪された者がこの法律施行の日から 1年以内に
新たに国籍取得を志望し，国籍付与に障害がないと考えられる場合には．それらの
者の国籍付与に関する権限は本法第8条により内閣がこれを有する。
時限条項第3条
(1992年第3808号法により附加）
法律第403号トルコ国籍法25)第25条 (g)号に従い内閣によりトルコ国籍喪失の
決定を付与された者の人口登録薄は， 申請及び如何なる手続も必要とすることなく
内務省人口並びに国籍総務局長により復活する。
時限条項第 4条
(1992年第3803号法により附加）
(1) 法律第403号トルコ国籍法第25条(g)号26)に従いトルコ国籍喪失の手続がなされ，
これを理由に同法第35条により財務省によって清算がなされるトルコにある財産，
又はその財産につき国営銀行に当事者の名で開設された口座に預託された価格相
当額は，権利者に返還される。
(2) 喪失の手続に対し国家評談委員会が開かれ，いまだ決定に至っていない場合に
は，その訴訟はこれを終了するものとする。
22) ここでの「剥奪」は "~1karma" ではなく ''!skat" の語を使用する 。 1964年国籍法
で国籍の再取得が認められない「剥奪」とは異なることを示すためと考えられる。
23) 1869年のオスマン帝国初の国籍法である。この法律については "ACollection of 
Nationality of Various Countries, as contained in constitutions, statutes and 
treaties" edited by Richard W. Floury Jr. and Manley 0. Hudson (1983 reprint)の
567頁以下に英訳が掲載されている。また，これを翻訳したものを関大法学論集第
61巻 3号41頁中17に掲載している。
24) 1928年にトルコ共和国成立後初めての国籍法である。この法律については「新各
国国籍法規集」法務研究会編 (1964年刊）に掲載されている。
25) 本法のことである。(g)号は本文にもあるように1981年の改正によって附加され，
さらに1992年の改正で削除されたためである。
26) 上注参照のこと。
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附則時限条項第 1条
(1981年第2383号法により附加）
法律第1312号トルコ国籍法27)の定めに従い国籍を剥奪されるか，その他の理由
でトルコ国籍を喪失した出生にもとづくトルコ国民であった者が，この法の施行の
日から 2年以内に新たにトルコ国籍を志望し，国籍付与になんら障害が無いと考え
られる場合には，それらの者の国籍付与に関する権限は本法第8条により内閣がこ
れを有する。
附則時限条項第2条
(1981年第2383号法により附加）28) 
(1) 1964年 5月22日から本法施行の日までにトルコ人を母として出生し，出生とと
もにトルコ国籍を取得しなかった子は，母，父又は法定代理人の申請がなされた
場合には，母との関係で出生と同時にトルコ国民となる。
(2) 母，父あるいは法定代理人の申請が無い場合には，子はトルコ民法に従い成年
に達したときから 3年以内に選択権を行使してトルコ国籍を取得する権利を有す
る。
Il . 施行
第47条 この法律は公布の日から 3月後に施行される。
Cf. 2009年法第48条
N. 実施機関
第48条 この法律は内閣が施行する。
Cf. 2009年法第49条
追記
本稿は本大学によって認められた， 平成19年9月末から平成20年3月までの在外研
究，並びに平成20年4月から 9月までの研修員制度による研修の成果である。
27) 1928年トルコ国籍法のことである。注21)参照のこと。
28) 1964年トルコ法が制定当初父系血統主義であったのを， 1981年改正で父母両系主
義に改正したことに基づく措置である。
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